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水害防備保安林
と霞堤（福島県）

令和２年度
森林・林業白書が公表

　６月１日、「令和２年度森林・林業白書」（令和２年度森林及び林業の動向・令和３年度森
林及び林業施策）が公表されました。
　森林・林業白書では、国民の皆さんに理解を深めていただけるよう、図表、写真等をふん
だんに盛り込み、森林・林業・木材産業の動向を体系的に分析することを心掛けています。
今回、実際の白書の構成に沿って、その内容を紹介します。

～森林を活かす持続的な林業経営を特集～

コンゴ民主共和国における
アグロフォレストリー活動
への支援

髙惣木工ビル
（宮城県仙台市）
（写真提供：ヴィブラ
フォト／浅田美浩）

木製ブロック ズレンガ
（ウッドデザイン賞
2020 奨励賞）

中央大学多摩キャンパス
FOREST GATEWAY 
CHUO

（東京都八王子市）

次世代型ハーベスタ
（岩手県一戸町）

ヒノキ大径材
（中部森林管理局）
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トピックス

白鷹町まちづくり複合施設（山形県） 組合間の多様な連携手法の導入（イメージ）

豪雨による山地災害
東日本大震災直後（左）と現在（右）の仙台湾沿岸部

（写真提供：一般社団法人東北地域づくり協会）

森林環境譲与税を活用して間伐された様子 乗用型造林作業機による下刈り作業

2011年３月 2020年10月

「公共建築物等における木材の利用の促進に
関する法律」施行 10 年を迎えて
　法律の施行から10 年を経て、公共建築物の木造率は低
層のものを中心に増加したこと、非公共の建築物におい
ても木材利用の機運が上昇し、中高層建築物で木造の事
例が増加したことを紹介しています。

経営基盤の強化を目指す森林組合法の改正
　2020 年５月に森林組合法が改正され、2021 年４月
１日に施行されました。この改正では、①組合間の多様
な連携手法の導入、②正組合員資格の拡大、③事業の執
行体制の強化を柱としています。

森林環境譲与税を活用した取組状況
　森林環境譲与税を活用した取組が始まっています。
2019 年度には、市町村の５割が意向調査や間伐等の森
林整備関係の取組を実施しました。また、林業技術者や森
林ボランティアなど人材の育成、木材利用のほか、地方自
治体間で連携した森林環境教育など地域の実情に応じた
取組が展開されています。

先端技術を活用したスマート林業等が進展
　労働負荷の低減や生産性の向上、作業員の安全確保に
向けスマート林業を推進することが重要です。造林作業
機、架線集材機の開発状況や森林内の通信網・連絡体制
づくり等を紹介しています。

令和２年７月豪雨による山地災害等への対応
　「令和 2 年 7 月豪雨」により、九州地方を始め全国で
甚大な被害が発生し、林野関係の被害額は 43 道府県で
合計約 970 億円となりました。被害状況や林野庁の対
応を紹介しています。

東日本大震災で被災した海岸防災林の再生
　東日本大震災から 10 年が経過し、津波により被害を
受けた海岸防災林の多くは、2020 年度末までに苗木の
植栽等が完了しました。今後は、植栽した苗木を育てて
いくことが必要です。
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令
和
２
年
度
は
、「
森

林
・
林
業
基
本
計
画
」

の
改
訂
に
向
け
、
林
政

審
議
会
で
議
論
を
重
ね

て
き
た
た
め
、
そ
の
検

討
内
容
を
紹
介
し
な
が

ら
、
先
ず
、
林
業
経
営

体
の
販
売
力
の
強
化
に

つ
い
て
、
安
定
供
給
体

制
の
構
築
や
顔
の
見
え

る
木
材
で
の
家
づ
く
り
、

収
入
の
多
様
化
等
の
取

組
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

次
に
、
生
産
・
流
通
コ

ス
ト
の
低
減
に
つ
い
て
、

高
性
能
林
業
機
械
の
稼

働
率
向
上
等
に
必
要
と

な
る
施
業
地
の
確
保
・

集
約
化
、
作
業
シ
ス
テ

ム
の
選
択
、
工
程
管
理
、

路
網
整
備
等
の
取
組
を

紹
介
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
造
林
・
育
林
の
低

コ
ス
ト
化
の
取
組
と
し

て
、
伐
採
と
造
林
の
一

貫
作
業
シ
ス
テ
ム
、
低

密
度
植
栽
、
下
刈
り
省

力
化
、エ
リ
ー
ト
ツ
リ
ー

の
活
用
等
の
ほ
か
、
Ｉ

Ｃ
Ｔ
の
活
用
や
新
た
な

林
業
機
械
の
開
発
、
人

図
の
説
明
：
山
元
立
木
価
格
（
中
の
緑
色
）
を
引
き
上
げ
る
に
は
、
①

丸
太
価
格
（
右
の
オ
レ
ン
ジ
）
を
引
き
上
げ
る
こ
と
、
②
丸
太
価
格
の

中
の
伐
出
・
運
材
等
の
コ
ス
ト
の
圧
縮
が
必
要
。
さ
ら
に
、
造
林
初
期

費
用
（
左
）
を
下
げ
る
こ
と
を
通
じ
て
、
山
元
へ
の
利
益
還
元
（
山
元

立
木
価
格
か
ら
左
の
黄
色
部
分
を
引
い
た
額
）を
図
る
、と
い
う
方
向
性
。

「
森
林
を
活
か
す
持
続
的
な
林
業
経
営
」

　
冒
頭
で
は
、
森
林
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
や
山
村
振
興
に

お
け
る
林
業
経
営
の
重
要
性
や
課
題
を
整
理
し
ま
し
た
。
現

在
の
山
元
立
木
価
格
は
森
林
所
有
者
の
再
造
林
意
欲
を
引
き

出
す
に
は
十
分
で
は
な
く
、
林
業
経
営
体
が
収
益
を
確
保
し
、

山
元
へ
の
利
益
還
元
や
林
業
従
事
者
の
所
得
等
の
処
遇
改
善

に
つ
な
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

材
の
育
成
・
確
保
や
体
制
整
備
の
取
組
も
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
特
集
１
の
ま
と
め
で
は
、
こ
れ
か
ら
の
林
業
の
収
支
構
造

を
試
算
し
て
い
ま
す
。「
近
い
将
来
」
の
収
支
試
算
で
は
、
現

在
で
も
導
入
可
能
な
技
術
を
積
み
上
げ
て
い
く
こ
と
で
黒
字

化
す
る
こ
と
を
示
す
と
と
も
に
、「
新
し
い
林
業
」
で
は
、
エ

リ
ー
ト
ツ
リ
ー
の
植
栽
や
自
動
化
林
業
機
械
の
導
入
な
ど
に

よ
り
、
短
伐
期
で
黒
字
幅
の
拡
大
が
見
込
め
る
こ
と
を
紹
介

し
て
い
ま
す
。そ
れ
ぞ
れ
の
林
業
経
営
体
が
創
意・工
夫
し
て
、

持
続
性
を
高
め
な
が
ら
成
長
発
展
し
て
い
く
こ
と
を
期
待
さ

れ
ま
す
。自伐型林業等の森林施業方法

　木材の生産量の少ない林業経営体の場合、高価な林業機械を導
入しても稼働率を高めることは難しく、採算性を高められないの
で、事業量に合わせて設備投資の少ない施業システムを用いる
ことが合理的です。林
内に敷設した作業道で
２トントラックや林内
作業車が原木を搬出・
運搬するなどの自伐林
家・自伐型林業向けの
施業システムを紹介し
ています。

令和２年度 森林・林業白書が公表

素材生産の収支構造イメージ

プロセッサによる造材単木を識別し、蓄積等を把握できる航空
レーザ計測

未舗装の作業道で小型のトラックが間伐材を運搬

製材工場への安定供給（宮崎県日向市）

特
集
１
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「
森
林
の
整
備
・
保
全
」

　
森
林
の
整
備
・
保
全
の

動
向
や
国
際
的
な
取
組
に

つ
い
て
記
述
し
て
い
ま
す
。

　
特
に
、
森
林
経
営
管
理

制
度
と
森
林
環
境
譲
与
税

の
取
組
状
況
に
つ
い
て
、

事
例
を
交
え
て
紹
介
し
て

い
ま
す
。

　
ま
た
、２
０
５
０
年
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
の
関
係
、
本
年
３
月
に
成
立
し
た
間

伐
等
特
措
法
、「
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
」

な
ど
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

「
林
業
と
山
村
（
中
山
間
地
域
）」

　

林
業
や
特
用
林
産
物
、

山
村
（
中
山
間
地
域
）
の

動
向
に
つ
い
て
記
述
し
て

い
ま
す
。

　
森
林
組
合
法
の
改
正
に

つ
い
て
は
、
改
正
の
ポ
イ

ン
ト
を
丁
寧
に
紹
介
す
る

と
と
も
に
、
特
に
販
売
の

実
務
経
験
の
あ
る
理
事
に

よ
る
取
組
な
ど
の
事
例
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、「
森
林
サ
ー
ビ
ス
産
業
」
に
つ
い
て
、
全
国
16
地
域

で
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
し
た
こ
と
な
ど
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

「
木
材
需
給
・
利
用
と
木
材
産
業
」

　
木
材
需
給
、
木
材
利
用

と
木
材
産
業
の
動
向
に
つ

い
て
記
述
し
て
い
ま
す
。

　
特
に
、
非
住
宅
・
中
高

層
分
野
に
お
け
る
木
材
利

用
に
つ
い
て
、
企
業
、
団

体
等
が
連
携
し
、
課
題
解

決
を
図
る
事
例
を
写
真
を

交
え
て
記
載
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
国
産
材
供
給
量
が
約
３
，１
０
０
万
立
方
メ
ー
ト
ル

ま
で
増
え
て
き
た
こ
と
、
木
材
自
給
率
が
９
年
連
続
上
昇
し

37
．８
％
に
な
り
、
製
材
用
材
で
は
５
割
を
越
え
た
こ
と
、
木

材
の
輸
出
は
前
半
苦
戦
し
た
も
の
の
輸
出
額
は
前
年
比
３
％

増
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

国
有
林
野
の
管
理
経
営

　
国
有
林
野
の
役
割
や
国
有
林
野
事
業
の
取
組
に
つ
い
て
記

述
し
て
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
公
益
的
機
能
の
発
揮
を
重
視
し
た
複
層
林
・

針
広
混
交
林
へ
の
誘
導
や
長
伐
期
化
、
生
物
多
様
性
の
保
全

の
た
め
の
「
保
護
林
」
や
「
緑
の
回
廊
」
の
取
組
、
林
業
の

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る

林
業
・
木
材
産
業
へ
の
影
響
と
対
応
」

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
我
が
国
の
林
業
・
木
材

産
業
に
与
え
た
影
響
と
そ
れ
に
対
す
る
政
府
の
対
応
に
つ
い

て
整
理
し
ま
し
た
。
２
０
２
０
年
１
～
３
月
頃
に
は
中
国
向

け
丸
太
輸
出
が
停
滞
し
、
輸
出
が
盛
ん
な
九
州
な
ど
で
丸
太

が
港
や
土
場
な
ど
に
滞
留
し
ま
し
た
。
４
月
以
降
は
製
材
・

合
板
工
場
の
減
産
に
よ
る
原
木
入
荷
制
限
の
た
め
素
材
生
産

が
縮
小
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
６
月
に
は
ス
ギ
中
丸
太
価
格
は

前
年
同
月
比
１
割
減
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
後
は
出
材
減
少

を
受
け
て
価
格
は
回
復
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流
行
は
未
だ
収
束
し
て
お
ら
ず
、
木
材

需
給
の
先
行
き
も
不
透
明
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

林業・木材産業関係の主な対策 

経営の継続

資金繰り支援

経営継続補助金 
持続化給付金 
雇用調整助成金 
農林漁業セーフティネット資金の実質無担保・
無保証人による融資 
債務保証に係る保証料の免除　等

需給調整等

原木生産を伴わない森林整備 
国有林の立木販売の一時延期や搬出期間の無
償延長 
輸出原木保管等緊急支援
滞留する原木を一時保管する際の掛かり増し
費用を支援

等

減少した 
需要の喚起

過剰木材在庫利用緊急対策
行き場のなくなった輸出向け原木を有効活用
するため、公共施設等における木材利用を支
援
大径原木加工施設整備緊急対策
大径材を有効活用し、付加価値の高い木材製
品に転換するための加工施設の整備を支援

森林ガイドによるセラピーウォーク
（長野県小海町）

木造７階建てビルに使われているスギ製
材の「束ね柱」

森林環境譲与税を活用した公共施設の
内装木質化（愛知県一宮市）

特
集
２

第
Ⅰ
章

第
Ⅱ
章

第
Ⅳ
章

第
Ⅲ
章
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森林内の空間線量率は、年月の経過とともに低下

原木しいたけの生産は現在も回復していない一方、菌床しいたけの生産はおおむね震災前の
水準まで回復

成
長
産
業
化
に
向
け
た
一
貫
作
業
シ
ス
テ
ム
等
の
低
コ
ス
ト

化
技
術
の
開
発
・
普
及
、
民
有
林
と
連
携
し
た
共
同
施
業
団

地
の
設
定
、「
国
民
の
森も

り林
」
と
し
て
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
学
校
・
企
業

等
へ
の
フ
ィ
ー
ル
ド
を
提
供
し
て
い
る
こ
と
な
ど
に
つ
い
て

紹
介
し
て
い
ま
す
。

　
森
林
・
林
業
白
書
の
本
文
に
つ
い
て
は
、
林
野

庁
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。
詳
し

く
は
、
以
下
の
リ
ン
ク
を
御
覧
く
だ
さ
い
。

https://w
w

w
.rinya.m

aff.
go.jp/j/kikaku/hakusyo/
R2hakusyo/ 

す
。

　

津
波
に
よ
り
被
災
し
た
海
岸
防
災
林
に
つ
い
て
は
、
約

１
４
５
㎞
で
苗
木
の
植
栽
等
が
完
了
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

被
災
地
域
で
の
素
材
生
産
や
木
材
製
品
の
生
産
は
概
ね
震
災

前
の
水
準
ま
で
回
復
し
て
い
ま
す
。
復
旧
・
復
興
に
当
た
っ

て
は
、
応
急
仮
設
住
宅
、
災
害
公
営
住
宅
、
公
共
建
築
物
等

で
木
材
が
活
用
さ
れ
ま
し
た
。

　
一
方
、
か
つ
て
き
の
こ
原
木
の
一
大
産
地
で
あ
っ
た
福
島

県
阿
武
隈
地
域
等
で
は
、
原
木
生
産
が
回
復
で
き
て
い
ま
せ

ん
。
林
野
庁
で
は
、
２
０
１
１
年
度
か
ら
原
木
の
安
定
供
給

「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
」

　
東
日
本
大
震
災
の
発
生
か
ら
10
年
が
経
過
し
、
こ
れ
ま
で

の
復
旧
・
復
興
に
向
け
た
取
組
を
振
り
返
り
記
述
し
て
い
ま

に
向
け
て
需
給
の
マ
ッ
チ
ン
グ
等
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
し
い
た
け
原
木
生
産
の
た
め
、
里
山
の
広
葉
樹
林
の
計

画
的
な
再
生
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

令和２年度 森林・林業白書が公表

エゾシカ対策による植生回復状況
（上：2012 年、下：2020 年）

木造災害公営住宅（福島県飯舘村）
（photo by Nao Takahashi）

福島県の森林内の空間線量率の推移

東日本地域（北海道を除く 17 都県）におけるしいたけ生産量の推移

安全管理と６次産業化の取組
（福島県いわき市）

第
Ⅴ
章




